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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 九州農政局

都道府県名 福岡県 関係市町村名 糸島市（旧糸島郡二丈町）
い と し ま し いとしまぐんにじようまち

事 業 名 中山間総合整備事業 地 区 名 福吉
ふくよし

事業主体名 福岡県 事業完了年度 平成17年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区の農地は、南側の背振山系を背にした北向き急斜面にあり、区画形状が不

整形で一区画当たりの面積も小さく、排水状態も悪かった。また、農業用用排水施
設が不備で農道も未整備で幅員が狭く、効率的な営農ができない状況であった。更
に、地区内の生活環境については、集落内の道路が狭く、車両の離合や緊急車両の
進入も困難であり、日常生活に支障を来していた。

このため、農業生産基盤及び農村生活環境を総合的に整備し、農業農村の活性化
を図るとともに、併せて国土、環境の保全等に資することを目的に本事業を実施し
た。

受益面積：101ha
受益者数：388人
主要工事：ほ場整備26ha、農業用用排水路4.0㎞、農道3.6㎞、農業集落道2.0㎞、

活性化施設１箇所、施設間連絡道1.4km
総事業費：1,550百万円（事業完了時点）
工 期：平成11年度～平成17年度（計画変更：平成17年度）
関連事業：担い手育成基盤整備事業（福井地区）

ふるさと水と土ふれあい事業（佐波地区）
団体営小規模排水対策特別事業（西の谷地区）
森林総合利用促進事業（真名子木の香ランド）
地方特定河川環境整備事業（ゆらりんこ橋）
広域基幹林道開設事業（雷山浮嶽線）
一般県道道路改築事業（県道藤川・二丈線）

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農作物の生産量の変化
・ ほ場整備、農業用用排水施設整備により、区画形状の改善や排水対策を行った結果、

作物の単位当たり収量が増加している。また、農地の転換耕地として畑作物の導入が容
易に図れるようになった。（なお、平成22年において、水稲とブロッコリーの単収が減っ
た原因としては、５月の天候不良による日照不足、長雨の影響によるものと思われる。）

・ 作付面積のうち、水稲についてはほぼ計画どおりに減少しているが、キャベツは計画
以上に作付面積が増加している。その他の作物は農産物の価格低迷等の影響を受け、生
産振興が抑制され、いずれも作付面積は増加しているが、計画面積には達していない。
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[作付面積]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 49.0ha 49.0ha 39.5ha
ブロッコリー 2.6ha 2.6ha 9.9ha
キャベツ 0.7ha 0.7ha 6.2ha
な す 5.0ha 5.0ha 2.5ha

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書、糸島市及び土地改良区聞き取り）

[生産量]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 225.7ｔ 225.7ｔ 173.8ｔ
ブロッコリー 28.6ｔ 28.6ｔ 100.6ｔ
キャベツ 132.0ｔ 132.0ｔ 247.0ｔ
な す 345.7ｔ 345.7ｔ 251.9ｔ

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書、糸島市及び土地改良区聞き取り）

[単収]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 461kg/10a 461kg/10a 440kg/10a
ブロッコリー 1,085kg/10a 1,085kg/10a 1,016kg/10a
キャベツ 3,627kg/10a 3,627kg/10a 3,984kg/10a
な す 6,940kg/10a 6,940kg/10a 10,073kg/10a

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書、糸島市及び土地改良区聞き取り）

２ 営農経費の節減
・ ほ場整備、農業用用排水施設整備により、農作業の機械化が行われた結果、営農の効

率化が図られ、営農経費の節減が図られている。
[労働時間]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 520hr/ha 520hr/ha 193hr/ha
ブロッコリー 889hr/ha 889hr/ha 769hr/ha
キャベツ 1,461hr/ha 1,461hr/ha 892hr/ha
な す 7,540hr/ha 7,540hr/ha 6,890hr/ha

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書、糸島市及び土地改良区聞き取り）

[機械経費]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 161千円/ha 161千円/ha 84千円/ha
ブロッコリー 260千円/ha 260千円/ha 210千円/ha
キャベツ 352千円/ha 352千円/ha 254千円/ha
な す 997千円/ha 997千円/ha 835千円/ha

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書、糸島市及び土地改良区聞き取り）
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イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項

・ 農業用用排水施設整備により、用排水の分離が可能になるとともに、ほ場整備による
区画の整形により、農作業の効率化が図られたことで、営農形態の多様化への対応が可
能となっている。（ブロッコリー、キャベツ、なす等）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果等の確認
・ ほ場整備、農業用用排水施設整備、農道整備により、大型機械の導入が可能となるな

ど農作業が効率・省力化され、地域農家の営農意欲が向上し、耕作放棄地の増加が抑制
されている。

・ 集落道整備により、歩行者、車両の安全な通行が可能になり、快適な農村環境が構築
されている。

３ その他
・ 活性化施設は、農産物や工芸品の展示販売と、その為の会議・研修等や外部からの視

察・取材等に利用されている。さらに、毎月さまざまなイベントを行い都市住民との交
流を実施しており、活性化施設で整備した駐車場を利用して伝統芸能の神楽の披露、大
研修室を拠点に隣接する畑での芋植えや芋掘り体験、地元の特定農業法人「福入の郷」
と連携し、地元ブランド米の普及に取り込んでいる。

なお、活性化施設の利用率は平成20年度が434％、平成21年度が407％、平成22年度が
383％となっていて地域の活性化に大きく寄与している。

・ 施設間連絡道の整備により、施設（ゆらりんこ橋公園：「ふるさと水と土ふれあい事業」
で整備）への観光客が増加するなど、都市交流が図られている。

ウ 事業により整備された施設の管理状況
・ 農業生産基盤施設（農業用用排水施設、農道）については地元受益者、生活環境基盤施

設（農業集落道、活性化施設、施設間連絡道）については糸島市により、それぞれ適切に
管理されている。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境

・ 農道、集落道整備により、安全な走行が可能となることで、生活や農作業の利便性も
向上している。

オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

・ 福吉地区は旧二丈町に位置するが、平成22年１月に市町村合併により糸島市となった。
・ 糸島市の人口は、平成７年から平成22年の15年間で11.0％（9,746人）増加しており、

県全体の増加率2.8％（139,510人）を大きく上まわっている。
・ 糸島市の世帯数は、平成７年から平成22年の15年間で34.3％（8,571世帯）増加してお

り、県全体の増加率18.4％（328,792世帯）を大きく上まわっている。
（平成７年） （平成22年）

・本地区［総 人 口] 88,694人 → 98,440人
［総世帯数］ 25,001世帯 → 33,572世帯

・県全体［総 人 口] 4,933,294人 → 5,072,804人
［総世帯数］ 1,782,088世帯 → 2,110,880世帯

（資料：国勢調査）
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・ 糸島市の産業別就業人口に占める第１次産業の割合は平成22年で10.3％と県全体の3.6
％と比べて高いが、高齢化が進み減少傾向にある。第２次産業は製造業や建設業の撤退
や規模縮小により減少し、第３次産業に移行していると考えられる。

（平成７年） （平成22年）
・本地区［第１次産業] 5,402人 → 4,802人

うち、農業 4,727人 → 4,301人
［第２次産業] 10,074人 → 9,019人
［第３次産業] 27,462人 → 33,027人

・県全体［第１次産業] 100,905人 → 81,219人
うち、農業 91,592人 → 74,824人

［第２次産業] 609,986人 → 496,942人
［第３次産業] 1,599,858人 → 1,718,993人

（資料：国勢調査）
・ 農家の高齢化や担い手不足により耕地面積は減少している。

（平成７年） （平成22年）
・本地区［耕地面積] 5,150ha → 4,430ha

内訳 水田 3,901ha → 3,580ha
畑 1,249ha → 850ha

・県全体［耕地面積] 99,900ha → 86,500ha
内訳 水田 76,300ha → 67,900ha

畑 23,600ha → 18,600ha
※畑は、普通畑、樹園地、牧草地

（資料：耕地面積統計）

２ 地域農業の動向
・ 糸島市の総農家数は減少しているものの、農地の集積や大規模化の進展により、５ha

以上の大規模経営農家数は増加傾向にある。
・ １種、２種兼業農家の減少が著しいのに比べ、専業農家の減少は緩く専業農家の占め

る割合は増加傾向にある。
（平成７年） （平成22年）

・本地区［総農家数] 2,706戸 → 1,741戸
［５ha以上農家数］ 64戸 → 112戸
［専業農家数］ 592戸 → 545戸
［１種兼業農家数] 631戸 → 377戸
［２種兼業農家数] 1,483戸 → 819戸

・県全体［総農家数] 72,309戸 → 41,727戸
［５ha以上農家数］ 659戸 → 1,318戸
［専業農家数］ 13,499戸 → 13,089戸
［１種兼業農家数] 13,458戸 → 6,090戸
［２種兼業農家数] 45,352戸 → 22,548戸

（資料：農業センサス）

カ 今後の課題等
・ 農家の高齢化が今後も急速に進むとともに、後継者も不足しており、施設の維持管理へ

の支障、耕作放棄地の増加等が懸念される。このため、より一層の担い手の育成や集落営
農の確立が必要である。

事 後 評 価 結 果 ・ 本事業により、ほ場整備等の農業生産基盤が整備されたこと
で、農業生産性の向上や農作業の省力化など、農業経営の安定
が図られた。

・ 農業集落道等の生活環境基盤が整備されたことで、農村生活
の利便性や安全性が向上した。

第 三 者 の 意 見 ・ 特段の意見なし
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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 九州農政局

佐世保市（旧北松浦郡江迎町、
さ せ ぼ し きたまつうらぐんえむかえちよう

都道府県名 長崎県 関係市町村名 鹿 町 町、小佐々町、吉井町、
しかまちちよう こ さ ざ ち よ う よしいちよう

世知原町）、松浦市、平戸市（旧
せ ち ば る ち よ う ま つ う ら し ひ ら ど し

北松浦郡田平町）、北松浦郡佐々町
きたまつうらぐんたびらちよう きたまつうらぐんさ ざ ち よ う

事 業 名 中山間総合整備事業 地 区 名 北 松２期
ほくしよう に き

事業主体名 長崎県 事業完了年度 平成17年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区の農地は、長崎県北部の中山間傾斜地にあるため、ほ場は狭小不整形かつ、

地区内の用水路や農道などの生産基盤が未整備のため、営農に支障を来していた。
このため、農業生産基盤及び農村生活環境を総合的に整備し、農業・農村の活性化

を図ることを目的に本事業を実施した。
受益面積：293ha
受益者数：2,070人
主要工事：農業用用排水路15.7㎞、農道4.7㎞、ほ場整備20ha、農地防災４箇所、

農業集落道0.5km、活性化施設１箇所、集落環境管理施設１箇所、
交流施設基盤整備１箇所、情報基盤施設整備１式

総事業費：2,393百万円（事業完了時点）
工 期：平成11年度～平成17年度（計画変更：平成17年度）
関連事業：中山間総合整備事業 北松地区、北松３期地区

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農作物の生産量の変化
・ 計画時と評価時の作目・面積等に大きな変化はないが、イタリアン等の飼料作物の作付

拡大、いちご等の施設野菜の導入が進んでいない。これは、近年の農作物の価格低迷に起
因し、農業者の意欲が低下したことにより水稲からその他の作物への転作を農家が控えた
ためと考えられる。

・ 区画整理や用排水路整備による営農条件の改善がみられ、特にいちご等の施設野菜では
用水の確保が容易になり単収は若干増加している。しかし、地域の作目全体の単収の増加
にまでは至っておらず生産量も横ばいで推移している。

[作付面積]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 25.8ha 25.8ha 26.3ha
い ち ご 1.5ha 1.5ha 1.5ha
ソ ル ゴ ー 4.8ha 4.8ha 3.5ha
イタリアン 5.6ha 5.6ha 5.3ha

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書、農林水産統計年報）
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[生産量]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 116ｔ 116ｔ 116ｔ
い ち ご 56ｔ 56ｔ 58ｔ
ソ ル ゴ ー 302ｔ 302ｔ 201ｔ
イタリアン 320ｔ 320ｔ 294ｔ

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書、農林水産統計年報）

[単収]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 451kg/10a 451kg/10a 440kg/10a
い ち ご 3,727kg/10a 3,727kg/10a 3,846kg/10a
ソ ル ゴ ー 6,294kg/10a 6,294kg/10a 5,745kg/10a
イタリアン 5,713kg/10a 5,713kg/10a 5,556kg/10a

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書、農林水産統計年報）

２ 営農経費の節減
・ ほ場整備を実施したことで、農作業機械の大型化や利用効率が向上したことにより、営

農経費の節減が図られている。

[労働時間]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 308hr/ha 308hr/ha 120hr/ha
ソ ル ゴ ー 453hr/ha 453hr/ha 55hr/ha
イタリアン 234hr/ha 234hr/ha 50hr/ha

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書等）

[機械経費]

作 物 名 計画変更時点 計 画 評 価 時 点
（平成17年）

水 稲 1,132千円/ha 1,132千円/ha 256千円/ha
ソ ル ゴ ー 644千円/ha 644千円/ha 233千円/ha
イタリアン 640千円/ha 640千円/ha 304千円/ha

注）評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（資料：事業計画書等）

イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項

① 農業の生産性（単収）の向上
水稲やソルゴー・イタリアン等の飼料作物は、近年の異常気象の影響もあり、最終計画

変更時点に比べて約２％の減となったが、いちごでは、用水の確保が容易になり約３％の
増となっている。
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② 農業総生産（生産額）の増大
生産額は、価格低迷の影響を受け減少傾向にある。（作物単価は、最終計画変更時点に

比べ、平成22年度は水稲で約５％の減、いちごで約18％の減と低迷している。）

③ 農業生産（作付面積）の選択的拡大
水稲の転作により施設野菜を導入し、農業経営の効率化を推進していたが、農作物の価

格低迷による農家の意欲低下から水稲の転作が進まず最終計画変更時点に比べ、水稲やい
ちごの作付面積は横ばいで推移している。

水稲と同時期に作付するソルゴーは最終計画変更時点に比べ、作付率が73％となり水稲
の転作遅延の影響が顕著である。

④ 農村地域（地域の人口）の活性化
本地区の人口推移について、事業実施前の平成７年度を100％とすると、総世帯数は平

成22年度103.8％と微増であるが、総人口は、91.3％と明らかに減少傾向にある。このた
め、高齢化や核家族化による世帯人口の減少が考えられる。

（事前評価における指標に関する事項）
① 地域農業の生産性の向上

ほ場整備及び排水路整備により、区画が整形・拡大され、排水機能が改良されたことに
より水田の汎用化と大型機械の導入が可能となっている。また、農道整備により、幅員が
拡幅され各ほ場までの通作の利便性が拡大した。更に、用水路整備により慢性的な用水不
足が解消されている。

② 農業集落の定住条件の向上
農地防災事業で実施したため池改修により災害が未然に防止され、地域防災機能の向上

が図られた。また、農業集落道の整備により幅員が拡幅され、集落間、集落内の通行が容
易になり、日常生活の利便性が向上している。

③ 国土、環境の保全
本地区は、傾斜地など条件の厳しい農地であり、また、高齢化による耕作放棄が懸念さ

れていたが、ほ場整備に伴うほ場条件の改善（区画の整形・拡大、排水機能の改良）等に
より、耕作放棄の発生が抑制されている。

（各市役所、役場聞き取り）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 効率的かつ安定的な経営体の育成

本地区の総農家数は、事業完了の平成17年度を100％とすると、平成22年度は90％とと減
少しているが、地域農業の担い手である認定農家は事業完了の平成17年度を100％とすると、
平成22年度は120％と増加しており、地域農業の担い手の育成が図られている。

② 農用地の確保と有効利用による食料供給力の強化
本地区は、事業実施による耕作放棄地発生の抑制に加え、既存の耕作放棄地と規模拡大

農家の調整を行い、耕作放棄地の解消に努めている。
（長崎県農政部局聞き取り）

ウ 事業により整備された施設の管理状況
情報基盤施設は佐世保市行政センターにより、また、活性化施設は地元地区組織が指定管理

者となり適切に管理されている。
集落環境管理施設は、福井地区堆肥利用供給組合により適切に管理されている。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境

農道、農業集落道が整備されたことにより、集落内や集落間の往来など生活道路として
利用され、地域の利便性が向上している。また、農村の活性化を図るため、活性化施
設等を整備し、農村と都市との交流を図っている。

２ 自然環境
集落環境管理施設では、家畜の排泄物を処理することで、環境負荷の軽減を図っている。
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オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

① 人口及び世帯数の動向
事業実施前の平成７年と平成22年を比較すると、人口は、本地区が8.7％（31,831人）

減少ししている。これは、県全体の7.7％（118,451人）減少を上回っている。
また、世帯数は、本地区が3.8％（4,780戸）増加している。これは、県全体の5.5％

（28,987戸）増加を下回っている。
（平成７年） （平成22年）

・本地区［人 口] 366,651人 → 334,820人
［世 帯 数] 126,792戸 → 131,572戸

・県全体［人 口] 1,545,045人 → 1,426,594人
［世 帯 数] 529,452戸 → 558,439戸

（資料：国勢調査）

② 産業別就業人口の動向
事業実施前の平成７年と平成17年を比較すると、全就業人口は、本地区が7.8％

（13,584人）減少している。これは、県全体の6.3％（45,963人）減少を上回っている。
うち、第１次産業就業人口は、本地区が21.3％（3,499人）減少している。これは、県全

体の23.0％（18,533人）減少を下回っている。
（平成７年） （平成17年）

・本地区［全就業人口] 173,810人 → 160,226人
［第１次産業] 16,403人 → 12,904人

・県全体［全就業人口] 725,810人 → 679,847人
［第１次産業] 80,544人 → 62,011人

（資料：国勢調査）

２ 地域農業の動向
① 農地面積の動向

事業実施前の平成７年と平成22年を比較すると、農地面積全体は、本地区が12.1％
（1,571ha）減少している。これは、県全体の12.0％（6,947ha）減少を上回っている。

また、平成22年度における農地面積に占める水田の割合は、本地区が63.0％となってお
り、県全体の46.5％より16ポイント高くなっている。

（平成７年） （平成22年）
・本地区［農地面積] 12,975ha → 11,404ha

内訳 水田 7,937ha → 7,180ha
畑 5,038ha → 4,224ha

・県全体［農地面積] 57,700ha → 50,753ha
内訳 水田 26,500ha → 23,600ha

畑 31,200ha → 27,153ha
※畑は、普通畑、樹園地、牧草地

（資料：耕地面積統計）

② 専兼別農家数
本地区の販売農家数は、事業実施前の平成７年と22年を比較すると、31.0％（2,656戸）

減少したが、うち専業農家は、41.5％（500戸）増加した。
また、平成22年度における専業農家の割合は、本地区が28.8％となっており、県全体の

35.5％より７ポイント低くなっている。
（平成７年） （平成22年）

・本地区［販売全農家数] 8,575戸 → 5,919戸
［うち専業農家] 1,204戸 → 1,704戸

・県全体［販売全農家数] 37,629戸 → 24,887戸
［うち専業農家] 8,105戸 → 8,820戸

（資料：農業センサス）



- 328 -

③ 経営規模別農家数
本地区の3.0ha以上の農家数は、事業実施前の平成７年と平成17年を比較すると50.3％

（96戸）増加しており、県全体の35.6％（401戸）増加を上回って規模拡大農家が増えて
いる。

（平成７年） （平成17年）
・本地区［3.0ha以上の農家数] 191戸 → 287戸
・県全体［3.0ha以上の農家数] 1,125戸 → 1,526戸

（資料：農業センサス）

④ 年齢別農業就業人口
本地区の農業就業人口は、事業実施前の平成７年と平成17年を比較すると、26.1％

（3,818人）減少している。これは、県全体の30.9%（23,599人）減少は下回っている。
そのうち65歳以上の割合は、平成17年では59.7％を占めている。これは、県全体の53.4

％を上回っている。
（平成７年） （平成17年）

・本地区［農業就業人口] 14,622人 → 10,804人
［うち65歳以上] 6,483人 → 6,454人

・県全体［農業就業人口] 76,260人 → 52,661人
［うち65歳以上] 30,861人 → 28,141人

（資料：農業センサス）

⑤ その他
本地区の認定農業者は、事業実施中の平成16年と平成22年を比較すると、29.0％（212人）

増加している。
（平成16年） （平成22年）

・本地区［認定農業者] 730人 → 942人
（資料：農業センサス）

カ 今後の課題等
農業者の高齢化が進んでおり、農業後継者の確保が課題となっている。また、兼業農家が多

いため、規模拡大が進んでいない。高齢化や兼業農家に対応するため、機械利用組合や、集落
営農の確立が必要である。

事 後 評 価 結 果 ・ 本事業により、ほ場整備等の農業生産基盤が整備されたことで、
農業生産性の向上や農作業の省力化など、農業経営の安定が図られ
た。

・ 農業集落道等の生活環境基盤が整備されたことで、農村生活の利
便性や安全性が向上した。

第 三 者 の 意 見 ・ 特段の意見なし
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